

























第‌２　労働基準法の改正（2019 年 4 月施行，中小企業への労働時間の絶対的上限規制は 2020 年






第３　労働安全衛生法の改正（2019 年 4 月施行）
　・‌産業医制度の機能強化
　・‌労働時間状況の客観的把握
第４　労働時間設定改善法の改正（2019 年 4 月施行）
　・‌勤務間インターバル制度の導入促進
　・‌短納期発注や発注の内容の頻繁な変更を行わないようにする配慮努力義務の規定


















































に，使用者の時季指定の際の労働者の意見尊重義務（労基則 24 条の 6第 1項，同 2項）という実際
上の課題に挑んでいる点が注目される。
拙著「「同一労働同一賃金」法の意義と実際─「同一労働同一賃金」法は非正規労働者を救う
か」は，改正内容の第５・第６を扱ったものである。
改正内容の第５・第６は，総称して，同一労働同一賃金法とよばれることがある。本稿では，同
一労働同一賃金法がせいぜい日本型「同一労働同一賃金」としか評価できない中身であり，派遣労
働者に関する均等・均衡規定の新設をのぞけば，「同一労働同一賃金」法施行後も大きな変化は生
じないことが確認されている。また，「同一労働同一賃金」法の実効性を高めるためには，労働契
約法 20 条に関して判断したハマキョウレックス事件最高裁判決を活かすことの必要性についても
検討する。さらに，本稿では，派遣労働者の「同一労働同一賃金」に関して労使協定方式という重
要な例外を認めていることについて，労働者派遣法の趣旨に相容れないとして批判的な分析がなさ
れている。
労働安全衛生法の改正内容も，労働時間規制の規制強化との文脈では重要である。この点の論考
を掲載できなかったことは，本特集に残された課題である。
（ぬまた・まさゆき　法政大学法学部教授）
